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「⽇本語教育の参照枠」を活⽤した教育モデル開発・普及事業
現状・課題

11百万円令和6年度予算額
）14百万円（前年度予算額

事業内容

アウトプット（活動⽬標） 短期アウトカム（成果⽬標） 中期アウトカム（成果⽬標） ⻑期アウトカム（成果⽬標）
・共通の指標に基づく教育カリキュラムの
質の向上
・教育実践活動のモデル構築による
授業改善
・教育内容に応じた評価⼿法の改善

・教師研修による教育の質の向上
・分野別⽇本語教育の連携

○国内外・分野別⽇本語教育機関間の教育の

連関による⽇本語教育の推進

○我が国のコミュニケーションの基盤としての⽇本語

教育の質の向上

○共⽣社会の実現に寄与

在留外国⼈の増加及び在留資格や背景の多様化を受けて、求められる⽇本語教育の内容も多様
化している。しかし、⽇本語教育の内容やレベル・評価の指標となる共通の基盤がないため、教育機関
や試験団体は独⾃の指標や基準で教育・評価を実施しており、国内外の教育機関の連携が図りにくく
なっており、在留資格や進学・就職の要件として⽇本語能⼒を⽰す上でも課題となっている。
令和３年10⽉に⽂化審議会国語分科会が⽇本語の習得段階に応じて求められる⽇本語教育の
内容及び⽅法・評価等に関する共通の指標として「⽇本語教育の参照枠」（いわば物差し）を策定
したことから、これを活⽤した⽇本語教育モデルの開発が必要である。

「⽇本語教育の参照枠」に対応した教育モデル開発・普及事業

「参照枠」に⽰された⽇本語教育の内容(⾔語能⼒記述⽂︓Can doという。)やレベル尺度（
A1~C2の6段階）等に対応した教育モデルを開発する。⽇本語教育プログラムの開発実績を有す
る専⾨機関等が⽣活・留学・就労等の各分野のモデルとなるカリキュラム及び教材・評価⼿法等を
開発・普及することにより、多様な学習⽬的に応じた教育内容と評価⽅法等を整備し、⽇本語教育
の⽔準の向上を図る。（事業期間︓令和４〜７年度）
※外国⼈材の受⼊れ・共⽣のための総合的対応策（令和５年６⽉改訂）
※⽇本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な⽅針（令和２年６⽉）

１．「参照枠」を活⽤した教育モデルの開発
※10年以上の実績を有する⽇本語教育機関を対象とする
 事業運営委員会の設置・運営
 「参照枠」に基づくカリキュラム開発・試⾏
 評価⼿法・教材等の開発
 教師研修カリキュラムの開発

２．開発した教育モデルの分野所管
⾏政機関による活⽤を促進

 １で開発した教育・研修モデルによる
研修及び成果報告会の実施により、
成果を広く普及

・共通の指標に基づく教育カリキュラムの開発

・教育実践活動のモデル構築

・教育内容に応じた評価⼿法の開発

・教師研修の開発

・分野別⽇本語教育の連携のモデルの開発

 「⽣活」・「就労」・「留学」等の類型の教育
モデルを開発

カリキュラムの
開発・実践
（R4〜5）

カリキュラムの
開発・実践
（R4〜5）

カリキュラム
の普及
（R6〜）

カリキュラム
の普及
（R6〜）

分野別の教育内容の整備及びレベル尺度
の共通化による⽇本語教育の⽔準の向上
分野別の教育内容の整備及びレベル尺度
の共通化による⽇本語教育の⽔準の向上

 開発された教育モデルの普及
（教材の開発・公開やワークショップの
開催等）

担当︓総合教育政策局（令和６年度より⽂化庁国語課から総合教育政策局へ移管）


